
2515 宅地建物取引業法（６条－16条）

す
る
。
た
だ
し
、
既
に
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
に
提
出
さ

れ
て
い
る
同
条
第
二
項
の
書
類
の
内
容
に
変
更
が
な
い
と
き
は
、
そ
の

添
付
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

〔
改
正
・
昭
和
三
二
法
一
三
一
、
全
改
・
昭
和
三
九
法
一
六
六
、
旧
八
条
を
繰

下
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改
正
・
平
成
七
法
六
七
・
平
成
一
一
法
一
六
〇
〕

参
照
　【
免
許
―
法
三
①
【
国
土
交
通
省
令
の
定
め
る
変
更
等
の
手
続
―
規
則
五

の
三
【
名
簿
の
訂
正
―
規
則
五
の
四
【
罰
則
―
法
八
三
①
１
・
八
四
２
【
申
請

書
等
の
経
由
―
法
七
八
の
三

（
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
等
の
閲
覧
）

第
一
〇
条

　国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
国
土
交
通
省
令
の
定

め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
並
び
に
免
許
の
申
請
及

び
前
条
の
届
出
に
係
る
書
類
又
は
こ
れ
ら
の
写
し
を
一
般
の
閲
覧
に
供
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
一
〇
条

　国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事
は
、
国
土
交
通
省
令
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
並
び
に
第
四
条
第

二
項
第
一
号
、
同
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
（
前
条
第
二
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
並
び
に
第
四
条
第
二
項
第
六
号
及
び
第

七
号
に
掲
げ
る
書
類
（
第
七
十
八
条
の
三
第
一
項
に
お
い
て
「
特
定
書

類
」
と
い
う
。）
又
は
こ
れ
ら
の
写
し
を
一
般
の
閲
覧
に
供
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

〔
全
改
・
昭
和
三
九
法
一
六
六
、
旧
九
条
を
繰
下
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改

正
・
平
成
一
一
法
一
六
〇
〕

参
照
　【
宅
地
建
物
取
引
業
者
名
簿
―
法
八
【
免
許
の
申
請
―
法
四
【
変
更
の
届

出
―
法
九
【
国
土
交
通
省
令
の
定
め
る
名
簿
等
の
閲
覧
―
規
則
五
の
二

（
廃
業
等
の
届
出
）

第
一
一
条

　宅
地
建
物
取
引
業
者
が
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
こ

と
と
な
つ
た
場
合
に
お
い
て
は
、当
該
各
号
に
掲
げ
る
者
は
、そ
の
日
（
第

一
号
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
事
実
を
知
つ
た
日
）
か
ら
三
十
日
以
内

に
、
そ
の
旨
を
そ
の
免
許
を
受
け
た
国
土
交
通
大
臣
又
は
都
道
府
県
知
事

に
届
け
出
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
宅
地
建
物
取
引
業
者
が
死
亡
し
た
場
合
　
そ
の
相
続
人

二
　
法
人
が
合
併
に
よ
り
消
滅
し
た
場
合
　
そ
の
法
人
を
代
表
す
る
役
員

で
あ
つ
た
者

三
　
宅
地
建
物
取
引
業
者
に
つ
い
て
破
産
手
続
開
始
の
決
定
が
あ
つ
た
場

合
　
そ
の
破
産
管
財
人

四
　
法
人
が
合
併
及
び
破
産
手
続
開
始
の
決
定
以
外
の
理
由
に
よ
り
解
散

し
た
場
合
　
そ
の
清
算
人

五
　
宅
地
建
物
取
引
業
を
廃
止
し
た
場
合
　
宅
地
建
物
取
引
業
者
で
あ
つ

た
個
人
又
は
宅
地
建
物
取
引
業
者
で
あ
つ
た
法
人
を
代
表
す
る
役
員

２
　
前
項
第
三
号
か
ら
第
五
号
ま
で
の
規
定
に
よ
り
届
出
が
あ
つ
た
と
き

は
、
第
三
条
第
一
項
の
免
許
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
。

〔
改
正
・
昭
和
三
二
法
一
三
一
、
全
改
・
昭
和
三
九
法
一
六
六
、
旧
一
〇
条
を
改

正
し
繰
下
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改
正
・
平
成
一
一
法
一
六
〇
・
平
成
一
六
法

七
六
〕

参
照
　【
名
簿
の
消
除
―
規
則
六
【
監
督
処
分
―
法
六
六
①
【
廃
業
等
の
手
続
―

規
則
五
の
五
【
申
請
書
等
の
経
由
―
法
七
八
の
三
【
効
力
を
失
っ
た
旨
の
通
知

―
規
則
二
七

（
無
免
許
事
業
等
の
禁
止
）

第
一
二
条

　第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
受
け
な
い
者
は
、
宅
地
建
物
取
引
業

を
営
ん
で
は
な
ら
な
い
。

２
　
第
三
条
第
一
項
の
免
許
を
受
け
な
い
者
は
、
宅
地
建
物
取
引
業
を
営
む

旨
の
表
示
を
し
、
又
は
宅
地
建
物
取
引
業
を
営
む
目
的
を
も
つ
て
、
広
告

を
し
て
は
な
ら
な
い
。

〔
改
正
・
昭
和
三
二
法
一
三
一
・
昭
和
三
九
法
一
六
六
、
全
改
・
昭
和
四
六
法
一

一
〇
〕

参
照
　【
罰
則
―
法
七
九
２
・
八
二
２
・
八
四

（
名
義
貸
し
の
禁
止
）

第
一
三
条

　宅
地
建
物
取
引
業
者
は
、
自
己
の
名
義
を
も
つ
て
、
他
人
に
宅

地
建
物
取
引
業
を
営
ま
せ
て
は
な
ら
な
い
。

２
　
宅
地
建
物
取
引
業
者
は
、
自
己
の
名
義
を
も
つ
て
、
他
人
に
、
宅
地
建

物
取
引
業
を
営
む
旨
の
表
示
を
さ
せ
、
又
は
宅
地
建
物
取
引
業
を
営
む
目

的
を
も
つ
て
す
る
広
告
を
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
。

〔
追
加
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改
正
・
昭
和
五
五
法
五
六
〕

参
照
　【
監
督
処
分
―
法
六
五
【
罰
則
―
法
七
九
３
・
八
二
２
・
八
四

（
国
土
交
通
省
令
へ
の
委
任
）

第
一
四
条

　第
三
条
か
ら
第
十
一
条
ま
で
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、
免
許

の
申
請
、
免
許
証
の
交
付
、
書
換
交
付
、
再
交
付
及
び
返
納
並
び
に
宅
地

建
物
取
引
業
者
名
簿
の
登
載
、訂
正
及
び
消
除
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
は
、

国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
。

〔
全
改
・
昭
和
三
九
法
一
六
六
、
旧
一
一
条
を
改
正
し
繰
下
・
昭
和
四
六
法
一
一

〇
、
改
正
・
平
成
一
一
法
一
六
〇
〕

参
照
　【
免
許
の
申
請
―
規
則
一
〜
三
【
免
許
証
の
交
付
＝
免
許
証
の
様
式
―
規

則
四
【
書
換
交
付
―
規
則
四
の
二
・
四
の
五
【
再
交
付
―
規
則
四
の
三
【
返
納

―
規
則
四
の
四
【
名
簿
の
登
載
―
規
則
五
【
名
簿
の
訂
正
―
規
則
五
の
四
【
名

簿
の
消
除
―
規
則
六

第
三
章
　
宅
地
建
物
取
引
士

〔
追
加
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改
正
・
平
成
二
六
法
八
一
〕

（
宅
地
建
物
取
引
士
の
業
務
処
理
の
原
則
）

第
一
五
条

　宅
地
建
物
取
引
士
は
、
宅
地
建
物
取
引
業
の
業
務
に
従
事
す
る

と
き
は
、
宅
地
又
は
建
物
の
取
引
の
専
門
家
と
し
て
、
購
入
者
等
の
利
益

の
保
護
及
び
円
滑
な
宅
地
又
は
建
物
の
流
通
に
資
す
る
よ
う
、
公
正
か
つ

誠
実
に
こ
の
法
律
に
定
め
る
事
務
を
行
う
と
と
も
に
、
宅
地
建
物
取
引
業

に
関
連
す
る
業
務
に
従
事
す
る
者
と
の
連
携
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。〔追

加
・
昭
和
四
六
法
一
一
〇
、
改
正
・
昭
和
五
五
法
五
六
・
昭
和
六
三
法
二

七
・
平
成
五
法
八
九
・
平
成
一
一
法
一
六
〇
・
平
成
一
四
法
四
五
、
全
改
・
平
成

二
六
法
八
一
〕

（
信
用
失
墜
行
為
の
禁
止
）

第
一
五
条
の
二

　宅
地
建
物
取
引
士
は
、
宅
地
建
物
取
引
士
の
信
用
又
は
品

位
を
害
す
る
よ
う
な
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

〔
追
加
・
平
成
二
六
法
八
一
〕

（
知
識
及
び
能
力
の
維
持
向
上
）

第
一
五
条
の
三

　宅
地
建
物
取
引
士
は
、
宅
地
又
は
建
物
の
取
引
に
係
る
事

務
に
必
要
な
知
識
及
び
能
力
の
維
持
向
上
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

〔
追
加
・
平
成
二
六
法
八
一
〕

（
試
験
）

第
一
六
条

　都
道
府
県
知
事
は
、国
土
交
通
省
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、

宅
地
建
物
取
引
士
資
格
試
験
（
以
下
「
試
験
」
と
い
う
。）
を
行
わ
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

1407 住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（１条・２条）

〇
住
生
活
基
本
法
施
行
令

　〔平
成
一
八
・
六
・
八

政
令
二
一
三

〕

住
生
活
基
本
法
第
十
五
条
第
二
項
第
五
号
の
政
令
で
定
め
る
都
道
府
県
は
、
茨
城
県
、

埼
玉
県
、
千
葉
県
、
東
京
都
、
神
奈
川
県
、
愛
知
県
、
三
重
県
、
京
都
府
、
大
阪
府
、
兵

庫
県
及
び
奈
良
県
と
す
る
。

附

　則

　〔
抄
〕

（
施
行
期
日
）

第
一
条

　こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
住
宅
建
設
計
画
法
第
五
条
第
一
項
の
地
方
を
定
め
る
政
令
の
廃
止
）

第
二
条

　住
宅
建
設
計
画
法
第
五
条
第
一
項
の
地
方
を
定
め
る
政
令
（
昭
和
四
十
一
年
政

令
第
二
百
三
十
一
号
）
は
、
廃
止
す
る
。

〇
住
生
活
基
本
法
施
行
規
則

　〔平
成
一
八
・
六
・
八

国
土
交
通
省
令
七
〇
〕

（
全
国
計
画
に
国
民
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
）

第
一
条

　住
生
活
基
本
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。）
第
十
五
条
第
四
項
（
同
条
第
六
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
同
条
第

一
項
に
規
定
す
る
全
国
計
画
の
素
案
及
び
当
該
素
案
に
対
す
る
意
見
の
提
出
方
法
、
提

出
期
限
、
提
出
先
そ
の
他
意
見
の
提
出
に
必
要
な
事
項
を
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
、

印
刷
物
の
配
布
そ
の
他
適
切
な
手
段
に
よ
り
一
般
に
周
知
す
る
方
法
と
す
る
。

（
都
道
府
県
計
画
に
住
民
の
意
見
を
反
映
さ
せ
る
た
め
に
必
要
な
措
置
）

第
二
条

　法
第
十
七
条
第
三
項
（
同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）
の

国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
方
法
は
、
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
都
道
府
県
計
画
（
以
下

単
に
「
都
道
府
県
計
画
」
と
い
う
。）
の
案
及
び
当
該
案
に
対
す
る
住
民
の
意
見
の
提

出
方
法
、
提
出
期
限
、
提
出
先
そ
の
他
住
民
の
意
見
の
提
出
に
必
要
な
事
項
を
、
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
、
印
刷
物
の
配
布
そ
の
他
適
切
な
手
段
に
よ
り
住
民
に
周
知
す
る

方
法
と
す
る
。

附

　則

　〔
抄
〕

（
施
行
期
日
）

第
一
条

　こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
住
宅
建
設
計
画
法
施
行
規
則
の
廃
止
）

第
二
条

　住
宅
建
設
計
画
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
一
年
建
設
省
令
第
二
十
二
号
）
は
、

廃
止
す
る
。

〇
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅

の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
法
律〔平

成
一
九
・
七
・
六

法
律
一
一
二

〕

改
正

　平
成
二
三
・
四
法
三
二
、
平
成
二
九
・
四
法
二
四
、
令
和
元
・
六

法
三
七
、
令
和
三
・
五
法
三
〇

注

　
　
　
　の
部
分
は
、
令
和
六
年
六
月
五
日
法
律
第
四
三
号
に
よ
り
改

正
さ
れ
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
一
年
六
月
を
超
え
な
い
範
囲
内
に

お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行

目
次第

一
章

　総
則
（
第
一
条
―
第
三
条
）

第
二
章

　基
本
方
針
（
第
四
条
）

第
三
章

　

 

都
道
府
県
賃
貸
住
宅
供
給
促
進
計
画
及
び
市
町
村
賃
貸
住
宅
供
給
促
進
計
画

（
第
五
条
―
第
七
条
）

第
四
章

　住
宅
確
保
要
配
慮
者
円
滑
入
居
賃
貸
住
宅
事
業

第
一
節

　登
録
（
第
八
条
―
第
十
五
条
）

第
二
節

　業
務
（
第
十
六
条
・
第
十
七
条
）

第
三
節

　登
録
住
宅
に
係
る
特
例
（
第
十
八
条
―
第
二
十
一
条
）

第
四
節

　監
督
（
第
二
十
二
条
―
第
二
十
四
条
）

第
五
節

　指
定
登
録
機
関
（
第
二
十
五
条
―
第
三
十
七
条
）

第
六
節

　雑
則
（
第
三
十
八
条
・
第
三
十
九
条
）

第
五
章

　住
宅
確
保
要
配
慮
者
居
住
支
援
法
人
（
第
四
十
条
―
第
五
十
条
）

第
六
章

　住
宅
確
保
要
配
慮
者
居
住
支
援
協
議
会
（
第
五
十
一
条
・
第
五
十
二
条
）

第
七
章

　

 

住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
施
策

（
第
五
十
三
条
―
第
五
十
七
条
）

第
八
章

　雑
則
（
第
五
十
八
条
―
第
六
十
条
）

第
九
章

　罰
則
（
第
六
十
一
条
―
第
六
十
四
条
）

附
則第

五
章

　居
住
安
定
援
助
賃
貸
住
宅
事
業

第
一
節

　居
住
安
定
援
助
計
画
の
認
定
（
第
四
十
条
―
第
四
十
五
条
）

第
二
節

　業
務
（
第
四
十
六
条
―
第
五
十
一
条
）

第
三
節

　認
定
住
宅
に
係
る
特
例
（
第
五
十
二
条
・
第
五
十
三
条
）

第
四
節

　監
督
（
第
五
十
四
条
―
第
五
十
六
条
）

第
五
節

　雑
則
（
第
五
十
七
条
・
第
五
十
八
条
）

第
六
章

　住
宅
確
保
要
配
慮
者
居
住
支
援
法
人
（
第
五
十
九
条
―
第
七
十
一
条
）

第
七
章

　認
定
家
賃
債
務
保
証
業
者
（
第
七
十
二
条
―
第
八
十
条
）

第
八
章

　住
宅
確
保
要
配
慮
者
居
住
支
援
協
議
会
（
第
八
十
一
条
・
第
八
十
二
条
）

第
九
章

　

 

住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
施
策

（
第
八
十
三
条
―
第
八
十
七
条
）

第
十
章

　雑
則
（
第
八
十
八
条
―
第
九
十
一
条
）

第
十
一
章

　罰
則
（
第
九
十
二
条
―
第
九
十
五
条
）

附
則第

一
章

　総
則

（
目
的
）

第
一
条

　こ
の
法
律
は
、
住
生
活
基
本
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
六
十
一
号
）
の
基
本
理

念
に
の
っ
と
り
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
し
、

国
土
交
通
大
臣
に
よ
る
基
本
方
針
の
策
定
、
都
道
府
県
及
び
市
町
村
に
よ
る
賃
貸
住
宅

供
給
促
進
計
画
の
作
成
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
の
円
滑
な
入
居
を
促
進
す
る
た
め
の
賃

貸
住
宅
の
登
録
制
度
等
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す

る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
総
合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
し
、
も
っ

て
国
民
生
活
の
安
定
向
上
と
社
会
福
祉
の
増
進
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

第
一
条

　こ
の
法
律
は
、
住
生
活
基
本
法
（
平
成
十
八
年
法
律
第
六
十
一
号
）
の
基
本

理
念
に
の
っ
と
り
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関

し
、
国
土
交
通
大
臣
及
び
厚
生
労
働
大
臣
に
よ
る
基
本
方
針
の
策
定
、
都
道
府
県
及

び
市
町
村
に
よ
る
賃
貸
住
宅
供
給
促
進
計
画
の
作
成
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
の
円
滑

な
入
居
を
促
進
す
る
た
め
の
賃
貸
住
宅
の
登
録
制
度
等
に
つ
い
て
定
め
る
こ
と
に
よ

り
、
住
宅
確
保
要
配
慮
者
に
対
す
る
賃
貸
住
宅
の
供
給
の
促
進
に
関
す
る
施
策
を
総

合
的
か
つ
効
果
的
に
推
進
し
、
も
っ
て
国
民
生
活
の
安
定
向
上
と
社
会
福
祉
の
増
進

に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

　こ
の
法
律
に
お
い
て
「
住
宅
確
保
要
配
慮
者
」
と
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か

に
該
当
す
る
者
を
い
う
。

一

　そ
の
収
入
が
国
土
交
通
省
令
で
定
め
る
金
額
を
超
え
な
い
者

二

　災
害
（
発
生
し
た
日
か
ら
起
算
し
て
三
年
を
経
過
し
て
い
な
い
も
の
に
限
る
。
以

下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）
に
よ
り
滅
失
若
し
く
は
損
傷
し
た
住
宅
に
当
該
災
害

が
発
生
し
た
日
に
お
い
て
居
住
し
て
い
た
者
又
は
災
害
に
際
し
災
害
救
助
法
（
昭
和

二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
が
適
用
さ
れ
た
同
法
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
災

害
発
生
市
町
村
の
区
域
に
当
該
災
害
が
発
生
し
た
日
に
お
い
て
住
所
を
有
し
て
い
た

者
三

　高
齢
者

四

　障
害
者
基
本
法
（
昭
和
四
十
五
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
二
条
第
一
号
に
規
定
す

る
障
害
者

五

　子
ど
も
（
十
八
歳
に
達
す
る
日
以
後
の
最
初
の
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
あ
る

者
を
い
う
。）
を
養
育
し
て
い
る
者
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●地域における歴史的風致の維持及び向上に
関する法律・施行令・施行規則
○国土交通省関係地域における歴史的風致の
維持及び向上に関する法律施行規則
○地域における歴史的風致の維持及び向上に
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○都市再開発法・施行令●施行規則
○流通業務市街地の整備に関する法律・施行
令●施行規則

○駐車場法・施行令・施行規則
●都市開発資金の貸付けに関する法律・施行
令●施行規則

○宅地造成及び特定盛土等規制法・施行令・
施行規則

水管理関係
●河川法●施行令●施行規則○河川法施行法
○河川管理施設等構造令・施行規則
○特定多目的ダム法●施行令●施行規則
○砂防法・施行規程
○他の都府県又は他の都府県内の公共団体に
砂防工事の費用を負担させる場合の手続に
関する政令

○砂防指定地台帳等整備規則
○砂防法第44条及び砂防法施行規程第8条ノ
4の規定により地方整備局長又は北海道開
発局長に委任する職権を定める省令

○砂防法施行規程第11条第2号に規定する砂
防設備に堆積した土石その他これに類する
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●地すべり等防止法・施行令●施行規則
●急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する
法律●施行令・施行規則

○土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対
策の推進に関する法律●施行令・施行規則
●海岸法●施行令●施行規則
○水防法・施行令・施行規則
●特定都市河川浸水被害対策法●施行令・施
行規則

○公有水面埋立法・施行令・施行規則
●水資源開発促進法
●独立行政法人水資源機構法
○下水道法●施行令●施行規則
○日本下水道事業団法●施行令・施行規則

道路関係
●道路法●施行令●施行規則
○道路構造令○特定車両停留施設の構造及び
設備の基準を定める省令○車両制限令

○道路の修繕に関する法律○同法の施行に関
する政令

○共同溝の整備等に関する特別措置法
○電線共同溝の整備等に関する特別措置法
○国土開発幹線自動車道建設法・施行令
○高速自動車国道法・施行令
○幹線道路の沿道の整備に関する法律
○道路整備事業に係る国の財政上の特別措置
に関する法律・施行令・施行規則

○踏切道改良促進法・施行令・施行規則
○交通安全施設等整備事業の推進に関する法律
●道路整備特別措置法●施行令●施行規則
○高速道路株式会社法・施行令●施行規則
○高速道路事業等会計規則
○独立行政法人日本高速道路保有・債務返済
機構法●施行令

●独立行政法人日本高速道路保有・債務返済

機構に関する省令
○地方道路公社法●施行令○施行規則
○無電柱化の推進に関する法律
○自転車活用推進法

住宅建築関係
○住生活基本法・施行令・施行規則
○住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給
の促進に関する法律
○公営住宅法●施行令●施行規則
○公営住宅等整備基準
●高齢者の居住の安定確保に関する法律・施
行令・施行規則
●国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住
の安定確保に関する法律施行規則
○特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法
律・施行令
●住宅地区改良法・施行令
○地域における多様な需要に応じた公的賃貸住
宅等の整備等に関する特別措置法●施行令
○マンションの管理の適正化の推進に関する
法律・施行令●施行規則
○マンションの建替え等の円滑化に関する法
律・施行令●施行規則
○マンションの建替え等の円滑化に関する法
律による不動産登記に関する政令
○建物の区分所有等に関する法律
●独立行政法人住宅金融支援機構法●施行令
●独立行政法人住宅金融支援機構に関する省令
●住宅融資保険法・施行令
●独立行政法人都市再生機構法●施行令
●独立行政法人都市再生機構に関する省令
○地方住宅供給公社法●施行令
●住宅の品質確保の促進等に関する法律・施
行令●施行規則
○特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関
する法律・施行令●施行規則
○住宅建設瑕疵担保保証金及び住宅販売瑕疵
担保保証金に関する規則
●長期優良住宅の普及の促進に関する法律
　●施行令●施行規則
●建築基準法●施行令●施行規則
●建築基準法に基づく指定建築基準適合判定
資格者検定機関等に関する省令
○建築士法・施行令●施行規則
●建築物の耐震改修の促進に関する法律●施
行令●施行規則
○官公庁施設の建設等に関する法律
○官公庁施設の建設等に関する法律第12条
第1項の規定によりその敷地及び構造に係
る劣化の状況の点検を要する建築物を定め
る政令
○官公庁施設の建設等に関する法律施行規則
●建築物のエネルギー消費性能の向上等に関
する法律●施行令●施行規則
●建築物エネルギー消費性能基準等を定める
省令
●浄化槽法○借地借家法・施行令・施行規則
●空家等対策の推進に関する特別措置法●施
行規則
◎空家等対策の推進に関する特別措置法第7
条第6項に規定する敷地特例適用要件に関
する基準を定める省令

災害・防災関係
●災害対策基本法●施行令・施行規則
●公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法●
施行令●施行規則
●激甚災害に対処するための特別の財政援助
等に関する法律●施行令
○大規模な災害の被災地における借地借家に
関する特別措置法
○被災市街地復興特別措置法・施行令・施行
規則
●大規模災害からの復興に関する法律
●東日本大震災復興特別区域法〔抄〕
●福島復興再生特別措置法
●津波防災地域づくりに関する法律●施行令
　●施行規則

土地関係
○土地基本法
●土地収用法・施行令●施行規則
○土地収用法第88条の2の細目等を定める政令
○大深度地下の公共的使用に関する特別措置
法・施行令●施行規則
○所有者不明土地の利用の円滑化等に関する
特別措置法●施行令●施行規則

●測量法・施行令●施行規則
●宅地建物取引業法・施行令●施行規則
○賃貸住宅の管理業務等の適正化に関する法律
　・施行令●施行規則
●不動産特定共同事業法・施行令●施行規則

建設業関係
●建設業法・施行令●施行規則
●公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律・施行令
●公共工事の品質確保の促進に関する法律
○建設工事従事者の安全及び健康の確保の推
進に関する法律
○公共工事の前払金保証事業に関する法律
　・施行令●施行規則
○建設機械抵当法・施行令・施行規則
○建設工事に係る資材の再資源化等に関する
法律●施行令・施行規則
○特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する
法律

諸法
○国土形成計画法・施行令・施行規則
○国土利用計画法・施行令・施行規則
●広域的地域活性化のための基盤整備に関す
る法律・施行令●施行規則
●民法〔抄〕
○国有財産法●行政手続法●施行令
○国土交通省聴聞手続規則
○行政機関の保有する情報の公開に関する法
律●施行令
○行政代執行法●行政事件訴訟法
●行政不服審査法○国家賠償法
●日本電信電話株式会社の株式の売払収入の
活用による社会資本の整備の促進に関する
特別措置法・施行令
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